
意見案第７号

月経随伴症状に係る児童生徒への配慮を求める意見書

月経困難症や月経前症候群（ＰＭＳ）などの月経随伴症状は、腹痛や頭痛、倦怠感、

精神的不調など様々な症状を伴い、日常生活や学業に大きな影響を及ぼす場合がある。

近年、月経に伴う症状への社会的理解は徐々に進み、職場においては労働基準法に基

づく生理休暇が設けられている一方、学校生活においては、重い症状により登校するこ

とが困難な場合であっても、原則として欠席として取り扱われている。

特に高校生にとって、欠席日数は、進級や単位認定のみならず、大学等への進学や推

薦選考などにも関わり得る重要な問題である。

文部科学省においては、高等学校や大学の入学者選抜において、月経随伴症状等を含

む身体・健康上のやむを得ない理由による欠席によって、受験生が不利益を被ることの

ないよう配慮を求めているところである。

しかしながら、入学者選抜における配慮だけでは十分とは言えず、日常の学校生活に

おける出欠の取扱いについても、本人の意思では避けることのできない症状によって学

校を休まざるを得ない児童生徒が、そのことを理由として教育上の不利益を受けること

のない仕組みを整える必要がある。

こうした出欠の取扱いは全国共通の制度に関わる課題であることから、国において統

一的な考え方を示し、学校や地域によって対応に差が生じないようにすることが重要で

ある。

よって、国においては、月経随伴症状等を抱える児童生徒が教育上の不利益を受ける

ことのないよう、次の措置を講ずることを強く要望する。

記

１ 月経困難症や月経前症候群等の月経随伴症状により、やむを得ず学校を休む児童生

徒について、通常の欠席とは異なる取扱いや出席停止等に準じた取扱いを含め、適切

な出欠の在り方を検討し、全国的な基準を示すこと。

２ 月経随伴症状等によるやむを得ない欠席が、進級、単位認定、調査書、推薦及び入

学者選抜等において不利益につながることのないよう、全国の学校現場における統一

的な取扱いを含め、必要な措置を講ずること。

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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